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事実の概要

　１　本件分収育林制度（「緑のオーナー制度」）は、
国有林野の樹木の共有持分の譲渡を受けた費用負
担者が、持分の対価及び樹木について保育及び管
理の費用の一部の支払い、育林の収益を国と費用
負担者が分収する制度である。本件では、被告（国）
の担当者が、電話勧誘等により分収育林契約につ
いて興味を示した者にパンフレット等の資料を送
付し、これを見て原告が契約を申し込むもので
あった。平成 5 年に至るまでパンフレットには、
長期の契約ゆえ、将来の収入は不確かであること
が記載されていたが、元本が保証されない旨の記
載はなかった。また、勧誘担当者向けの資料には、
将来の収入の見通しが困難であることとともに、
利回りは 2～3％と記されていた。しかし、平成
5 年から、本件分収育林事業の元本割れの可能性
が報道されるようになり、平成 5 年 7 月 1 日（後
期）以降のパンフレット等に元本保証がないこと
が明記されるに至った。
　平成 11 年度から平成 20 年度末までに契約が
満期を迎えた対象山林の樹木が販売されたが、大
部分で 1 口当たりの分収額が 1 口当たりの払込
額 50 万円を下回った。そこで、費用負担者又は
その承継人（原告ら）が、被告国の担当者による
違法な勧誘で分収育林契約を締結し、払込額に相
当する損害を被ったとして損害賠償を請求した

（集団訴訟）。本件契約の多くは、20 年から 30 年
にわたる長期の契約であったため、除斥期間や消
滅時効も問題となった。

　２　原判決は次のように、原告らの請求を一部
認容・一部棄却した。
　平成 5 年 6 月 30 日（前期）以前に締結した契
約について、3 割の過失相殺の上、請求を認容し
た（パンフレットに将来の収入を予想することは困
難である旨の記載があることや、分収育林制度創設
時（昭和 59 年）に比べて立木価格が 5～6 割程度に
低下し、元本割れのおそれは平成 9～平成 11 年頃生
じたもので、かかるリスクは、同記載の範疇にある
ことに照らして）。
　平成 5 年後期以降の追加契約者の認容額には 5
割の過失相殺をした（パンフレットを閲覧すれば、
元本割れのおそれについて容易に認識できたことを
考慮）。
　平成 5 年後期以降に契約した原告らに請求を
認めなかった（パンフレットに元本の保証がない旨
の記載があり、説明義務違反がないため）。
　一部原告らには、除斥期間の経過又は消滅時効
の完成により請求権の行使が認められない。
　原告ら及び被告の双方が控訴をした。

判決の要旨

　原判決変更（判示は、原判決の補正追加という構
成である）。

　１　本件分収育林事業の公権力性について
　「当裁判所も、本件分収育林事業、ひいては、
被告の担当者が行う分収育林契約の勧誘は、公権
力の行使（国家賠償法 1 条）に該当すると判断
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する。」

　２　説明義務違反の有無について
　「当裁判所も、①平成 5 年 6 月 30 日以前に締
結した本件分収育林契約（同契約者の平成 5 年 7
月 1 日以降の追加契約分を含む）については、被
告担当者の契約行為者に対する説明義務違反が認
められるが、②平成 5 年 7 月 1 日以降の新規契
約分については、説明義務違反は認められないと
判断する。」
　「元本割れリスクの存在は制度が当然に内包す
るものであり、……、契約締結から 2、30 年に
わたっての材積の増大や木材価格の動向が楽観で
きないことは当然認識していたと認められる。被
告には元本割れリスクの予見可能性があったとい
える。」しかし、「元本割れリスクの存在に加えて、
パンフレットの記載以上に、具体的な計算方法を
明示するなどの説明をすべき義務を認める理由は
ない。」
　また、「本件分収育林制度の基本的構造が単純
で、分収額の減少というリスクの内容も平易であ
ることからすれば、パンフレットの送付という説
明方法が不相当であったとはいえない。」

　３　過失相殺について
　平成 5 年前期以前に締結された分収育林契約
の契約行為者は、「元本割れリスクの記載がない
パンフレットに基づいて勧誘を受け、分収育林契
約を締結しているのであるが、……、むしろ収益
が期待できるという記載がある。また、個別の募
集業務を担当する職員のためのガイドペーパに
も、明確な元本割れリスクの記載はない一方、利
回り 2～3％程度との試算例も示されていた。」「そ
のような状況の下では、上記の各分収育林契約を
締結した契約行為者が、契約の相手方である被告
の担当者が元本割れリスクがあることを説明しな
い以上、分収育林契約にはそのリスクがないと信
じたことに過失相殺をするほどの落ち度があると
はいえない（仮に、元本割れリスクの有無を確認
しても、実際の担当者から適切な回答が得られた
かどうかも疑問である。）。」（こうして、これら原
告らについて 3 割の過失相殺はされなかった。）
　他方、平成 5 年後期以降の追加契約については、

「5 割の過失相殺を認めるのが相当であると判断
する。」

判例の解説

　一　公権力の行使
　本判決も、原判決を引用し公権力の行使である
と解して、国賠法による解決を図った。国賠法の
特徴について触れると、民法の不法行為規定には
使用者免責条項（民法 715 条 1 項）があるが、国
賠法にはない。また、国賠法の判例では、公務員
の個人責任追及は認められていない１）。
　本事案では、民法の不法行為規定による責任追
及と国賠法による責任追及に大きな違いはない。
とりわけ、経済的損害の填補を目的とする訴訟で
あり、国による填補を受けさえすればよいので、
公務員個人の責任追及は無意味であろう。よって、
本事案で、国賠法による請求を認めることに支障
はなかった。しかしながら、公権力の行使として
理解してよいのかという問題をはらんでいる。民
間の行う保険、株式、保険商品等の勧誘販売行為
との違いを見出せないからである２）。
　学説上、公権力の行使とは、私経済的作用や営
造物設置管理作用を除く、非権力的作用を含む国
家作用であると解する広義説が通説である３）。し
かし、国による投資商品の勧誘販売行為は私経済
的作用に該当するのではないかという疑問がわ
く。私経済的作用は、鉄道、郵便、電信電話事業、
売買、貸借等、私人と対等な立場にある国家の作
用であると解されている４）。
　それでも、原判決から私経済的作用ではないと
する根拠を探ると、本件分収育林事業が、「広く
国民各層から森林造成への参加促進を図ることを
目的とし」、「国土の緑化という公益的側面が重視
されていること」を考慮し、「国有林の管理経営
という行政作用の一環としてされたもの」という
点に見出される。しかし、私経済的作用と解され
る公営鉄道も公益のための交通機関の整備運営と
いえるから、区別は困難である。
　本判決は、「説明義務違反があり、これについ
て過失があった」と、原判決を一部改めている。
この点では、一応違法性と過失を分けて論じてい
るが、全体として、違法性と過失を一元的にとら
えている５）。あるいは、民事間の紛争に関する多
数の判例があって、それらと本事案を同じ土俵で
審理したからであると解することもできる６）。い
ずれにせよ、本事案が私経済的作用に近いもので
あることを示している。
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　二　違法過失一元論
　本判決が違法過失一元説を採っているとする
と、説明義務違反があれば違法過失の要件を満
たす。反対に、違法過失二元論７）で検討すると、
過失要件が問題となってくるが、その場合、組織
的過失論（行政の組織体全体に過失を見出そうとす
る考え方）８）で対応可能と考えられる。本事案で
は、担当公務員までもが、分収育林契約の利回り
等の実情を分かっていなかったという。担当公務
員に、親方日の丸の態度が現れているように思わ
れる。このような点に、落ち度があると解するこ
ともできるのではなかろうか。
　関連事例として、経営状況が悪化していた企業
の社債を証券会社が個人投資家に販売していた事
案で、東京高判平 21・4・16（マイカル債事件）９）は、
証券会社と投資家との間に情報格差がある場合、
証券会社は誠実義務の一環として説明義務を尽く
さなければならないとする。これに対して、本判
決は、本件契約の基本的な構造自体は単純である
とする（情報格差が小さい）。そして、国は緑のオー
ナー制度を存置させ、被害を拡大させた点、組織
的過失の他、合理的根拠適合性の検証（販売する
商品のリスク特性等について事前に検証するルール）
も問題にもなり得よう 10）。

　三　説明義務違反
　原判決と同じく、本判決も平成 5 年前期以前と
平成 5 年後期以降を分けて、前者の契約には説明
義務違反（信義則に基づく）を認め、後者の契約
には認めなかった。平成 5 年後期以降は、パンフ
レットに元本割れのリスクが書かれていることを
重視したのである。投資商品の説明義務に関して、
パンフレットへのリスク記載だけで足りるかの問
いについて、①投資商品のリスクを適切に記載し
た書面の交付と契約相手方への説明を要件とする
もの、②さらに契約相手方が同リスクを理解して
いることも要件とするものとが考えられる 11）。
　①について、書面の交付を欠いているとか、電
話のみによる説明では要件を満たさないとする裁
判例がある 12）。
　②の立場では、判例上、保険契約者の知識・経験・
判断能力を考慮している 13）。また、顧客の属性
に応じて説明義務の程度に応じて顧客が理解でき
る程度の説明が義務付けられるという 14）。さら
に、変額保険の元本割れリスクは一般的抽象的な

説明では足りないとする裁判例がある 15）。しか
も、被害者から変額保険を求めた場合でも十分な
説明をする義務があると指摘されている 16）。
　これに反して、説明義務を緩やかに解する裁判
例がある。営利を目的としない私的年金（後に破
綻）の契約において、統一的・画一的処理が要請
されるので、説明義務違反が否定されるとした東
京高判平 18・10・25 17）である。これは、リスク
等を個々に説明する具体的な説明義務は年金制度
の趣旨・要件に反し、存在しないとした。また、
本件年金制度のしおりには、年金制度の改廃の結
果等について記載がないものの、一般的な破綻の
可能性等の説明義務もないとした。
　比較してみると、本事案は、ハイリスク商品（変
額保険、ワラント取引、先物取引等）の説明義務と
私的年金制度の説明義務との間に位置するように
解せられる。この点、本判決のような厳しい説明
義務に疑問を呈する見解も見られる 18）。しかし、
私的年金や銀行預金よりも、本件契約には投資的
要素が強いのであるから、被告の説明義務違反は
否定しがたいだろう。

　四　過失相殺
　平成 5 年前期以前の契約につき、原判決は 3
割の過失相殺を認めているが、これに対しては「一
方で損害及び損益相殺の判断では契約を締結しな
かったことを前提に考え、他方で、過失相殺にお
いて契約が成立したことを前提にこれにより生じ
るリスクを被害者に負担させており」（3 割の過失
相殺）、一貫性を欠くとの批判があった 19）。この
点、本判決は、材木の価格変動リスクを原告に課
すことをしていない。そして、パンフレットに元
本割れリスクの記載がないこととともに、利回り
2～3％程度の試算例を示していたこと等を考慮
して、過失相殺なしとした。このように過失相殺
を本判決がしなかった理由が、上記学説の批判を
受けてのものかどうかは分からない。本判決は「リ
スクがないと信じたことに過失相殺をするほどの
落ち度があるとはいえない」と述べるだけである。
　しかし、分収育林契約の構造自体、比較的単純
なものであり、パンフレット（平成 5 年前期以前）
にも将来の収入が予測できない旨の記載があった
点で、原告も契約締結時、元本の保証の有無に疑
いを持つべきでなかったかという疑問が残る。確
かに、原告らには投機的意図はないであろうが、
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少なくとも銀行預金の場合以上の投資的意図は
あったろう（リスクをとったわけである）。もっとも、
控訴審で被告は、原告ら自身が元本割れリスクに
ついて問い合わせなかった過失は重大であり、過
失相殺の割合は大きいと述べて、過失相殺の割合

（3 割）を増そうとしたが、これは説得的な議論に
は思えない。果たして平成 5 年前期以前の契約
に自己責任の原則 20）が妥当しないのか、上告審
の判断が待たれる。
　本判決は他方で、追加契約（平成 5 年後期以降）
には 5 割の過失相殺を認めている。

　五　その他の判示事項
　本事案では、分収育林契約に係る持分譲渡（名
義変更）により損害賠償請求権が移転したかにつ
いて争いとなった。本判決は「分収育林契約の名
義変更に伴い、契約上の地位の移転に付随して当
然に譲受人に移転するものではない」とし、一部
原告らは、「説明義務違反に基づく損害賠償請求
権を取得していない」と結論した。また、除斥期
間と消滅時効について原判決と同様の判断であ
る。
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控訴審大阪高判平 8・12・5 判時 1605 号 57 頁は請求を
棄却した）。

16）瀬川・前掲注 13）76 頁。
17）判タ 1257 号 152 頁、判時 1962 号 72 頁。
18）例えば、「分収育林契約が営利性や投機的な目的を有

するものではないこと、本件分収育林制度の仕組みはパ
ンフレットに記載しており、その基本的な構造ないし原
理自体は単純であること、木材の価格が変動することは
当然であり、分収金の総額が払込額を下回る可能性があ
るというリスクについて、国と費用負担者との間に情報
格差はなかったこと等に照らすと」、厳しい説明義務を
課すことに疑問を呈するものとして、「解説（原判決）」
訟月 61 巻 5 号 954 頁。

19）前田・前掲注 12）91 頁。
20）本件制度が実質的には金融商品である点で、過失相殺

は可能とするものとして、「Comment（原判決）」金判
1456 号 48 頁。また、商品取引では素人相手であっても、
裁判等でかなりの過失相殺がなされることが少なくない
という。山下友信「証券投資の勧誘と説明義務――ワラ
ントの投資勧誘を中心として」金法 1407 号 34 頁以下、
横山美夏「契約締結過程における情報提供義務」ジュリ
1094 号 135 頁。
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